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○平戸市地球温暖化対策設備等導入促進事業補助金交付要綱 

令和４年３月25日 

告示第26号 

改正 令和６年３月25日告示第21号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、温室効果ガスの排出量を低減させ、市民の環境保全の意識の向上を

図り、もって環境負荷の少ない循環型社会を構築するため、温室効果ガスの排出量の削

減に資する設備等を導入する者に対し、予算の範囲内において平戸市地球温暖化対策設

備等導入促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に

ついては、平戸市補助金等交付規則（平成17年平戸市規則第43号。以下「規則」という。）

及びこの告示の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 太陽光発電システムとは、次に揚げるアからウまでのいずれにも該当するものをい

う。 

ア 低圧配電線と逆潮流有で連係する住宅等の屋根等への設置に適した未使用の太陽

電池による発電設備 

イ 太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュールの公称最大出力（日本工業規格

又は国際電気標準会議等の国際規格に規定されている太陽電池モジュールの公称

最大出力をいう。）の合計値（キロワット表示とし、小数点以下第２位未満は、切

り捨てる。）が10キロワット未満の太陽光発電システムであるもの 

ウ 太陽電池の出力状況等により、起動及び停止等に関して全自動運転を行うもの 

(2) 家庭用蓄電池とは、次に揚げるアからウまでのいずれにも該当するものをいう。 

ア リチウムイオン蓄電池部（リチウムイオンの酸化及び還元で電気的にエネルギーを

供給する蓄電池をいう。）及びインバーター等の電力変換装置を備え、再生可能エ

ネルギーにより発電した電力又は夜間電力を繰り返し蓄え、停電時や電力需要ピー

ク時等に、必要に応じて電気を活用することができるもの 

イ 蓄電容量の合計が２キロワットアワー以上のもの 

ウ 定置型のもの 

(3) 高効率給湯器とは、次に揚げるアからエまでのいずれかに該当するものをいう。 

ア 家庭用燃料電池システム（エネファーム） 一般社団法人燃料電池普及促進協会が

民生用燃料電池導入支援補助金において補助対象としている機器であるもの 

イ 電気ヒートポンプ給湯器（エコキュート） JIS C9220に基づく年間給湯保温効率

又は年間給湯効率が2.7以上であるもの 

ウ 潜熱回収型給湯器（エコジョーズ） 給湯部熱効率が94パーセント以上であるもの 

エ 潜熱回収型石油給湯器（エコフィール） 連続給湯効率（エネルギー消費効率）が

94パーセント以上であるもの 

(4) 環境配慮型自動車とは、次のア及びイのいずれにも該当するものをいう。 

ア 電気自動車又はプラグインハイブリッド自動車 

イ クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金交付要綱（平成29年４月３日付け
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20170310財製第７号経済産業大臣 通知）による補助対象機器として一般社団法人

次世代自動車振興センターにより登録されているもの 

(5) 設備等 前各号に規定する温室効果ガスの排出量の削減に資する設備 

（一部改正〔令和６年告示21号〕） 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第３条 補助対象経費及び補助金の額は別表第１のとおりとする。 

（補助対象者の要件） 

第４条 補助対象者は、別表第１に定める補助対象経費の区分に応じた個別の要件及び次

の各号に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

(1) 過去に本市が行う補助対象経費に対する補助金を受けたことがない者 

(2) 平戸市に住所を有する者及び平戸市内に住宅等を有する事業者 

(3) 市税等に滞納がない者 

(4) 未使用の設備等（中古品を除く。）を整備する者 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則第４条に

規定する交付申請書に次に掲げる書類及び別表第２に定める補助対象設備の区分に応じ

た書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 平戸市地球温暖化対策設備等導入促進事業計画書（様式第１号） 

(2) 設備等の設置に係る費用の内訳が記載された工事請負契約書又は売買契約書の写し 

(3) 暴力団排除に係る誓約書（様式第２号） 

(4) 市税等の滞納がないことを証する書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 交付申請の受付期間は、４月１日から翌年２月末日までとする。 

（交付の決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、速やかに、その内

容を審査して補助金の交付の可否を決定することとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金を交付すると決定したときは、平戸市地球温暖化対

策設備等導入促進事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により、交付しないと決定

したときは、平戸市地球温暖化対策設備等導入促進事業補助金不交付決定通知書（様式

第５号）によりそれぞれ申請者に通知するものとする。 

（変更承認申請等） 

第７条 前条第２項の規定により補助金交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」

という。）が、補助事業の内容を変更しようとするとき又は補助事業を中止し、若しく

は廃止しようとするときは、平戸市地球温暖化対策設備等導入促進事業変更承認申請書

（様式第６号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行が困難

となったときは、速やかにその理由、その他必要な事項を市長に報告し、その指示を受

けなければならない。 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その完了した日から起算して30日以
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内又は当該年度の３月31日のいずれか早い日までに規則第13条に規定する実績報告書に

次の書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 平戸市地球温暖化対策設備等導入促進事業実績書（様式第７号） 

(2) 平戸市地球温暖化対策設備等導入促進事業実績書（太陽光発電システム）（様式第

８号）（太陽光発電システムの設置に係る経費に限る。） 

(3) 設置状況又は納品状況を確認することができる写真 

(4) 領収書の写し 

(5) 電力会社との電力受給契約を証する書類の写し（太陽光発電システムの設置に係る

経費に限る。） 

(6) その他市長が必要と認める書類 

（交付額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、当該実績報告書の

審査及び必要に応じて行う現地調査により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の

交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、補助金の交付額を

確定し、平戸市地球温暖化対策設備等導入促進事業補助金確定通知書（様式第９号）に

より、補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査又は調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決

定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業について、

これに適合させるための措置をとるべきことを補助事業者に対して命令し、結果を報告

させることができる。 

（補助金の交付等） 

第10条 前条の規定により通知を受けた補助事業者が、補助金の交付を受けようとすると

きは、平戸市地球温暖化対策設備等導入促進事業補助金交付請求書（様式第10号）を市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、特に必要があると認めるときは、第６条の規定による交付決定後、補助金を

概算払により交付することができる。この場合においては、前項の規定を準用するもの

とする。 

（交付決定の取消し） 

第11条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の全

部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金を受けたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 前２号のほか、補助事業に関して補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件

に違反したとき、又は市長の処分に従わなかったとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後についても

適用する。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しをしたときは、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第12条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が交付され

ているときは、期限を定めて、補助金の返還を命じるものとする。 
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（財産処分の制限） 

第13条 財産処分の制限は、規則第20条の規定のとおりとする。 

２ 規則第20条に規定する別に定める期間は、補助事業年度の翌年度の４月１日から起算

して10年間とする。 

（現場確認） 

第14条 市長は、補助事業を適正に執行するため、設備等の設置工事及び納品の状況を施

工現場及び納品場所において確認することができる。 

（協力） 

第15条 市長は、補助金の交付を受けた者に対し、必要に応じて太陽光発電に関するデー

タの提供その他の協力を求めることができる。 

（その他） 

第16条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

（平戸市住宅用太陽光発電システム設置促進事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 平戸市住宅用太陽光発電システム設置促進事業補助金交付要綱（平成27年平戸市告示

第44号）は、廃止する。 

附 則（令和６年３月25日告示第21号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条、第４条関係） 

（全部改正〔令和６年告示21号〕） 

補助対象経費 補助金の額 個別の要件 

太陽光発電シス

テムの設置に係

る経費 

システムの最大出力値（単位をキ

ロワットとし、小数点第３位以下

を切り捨てた値）に１キロワット

当たり２万円を乗じて得た額

（1,000円未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てた額）とし、

10万円を上限とする。 

(1) 市内に存する住宅等に設置する者

又は設置された市内に存する住宅等

を取得する者（高効率給湯器において

は、単なる機器の入れ替えでなく、既

に所有する住宅等に新規に設置する

場合、又は機器を更新する者に限る。） 

(2) 設置する住宅等に住所を有する者

（第８条に規定する実績報告書を提

出する日までに住所を有することと

なる者を含む。）又は単身赴任等の事

由により一時的に当該住宅に住所を

有していないが、生計を一にする親族

が当該住宅に住所を有する者 

(3) 設置する住宅等が自己の所有物で

ない場合にあっては当該住宅等の所

有者の、当該住宅等が他の者との共有

家庭用蓄電池の

設置又は購入に

係る経費 

設置費用及び購入費用に２分の

１を乗じて得た額（その額に

1,000円未満の端数が生じるとき

は、これを切り捨てた額）とし、

10万円を上限とする。 

高効率給湯器の

設置又は購入に

係る経費 
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物である場合にあっては当該他の者

の設置に関する書面による承諾を受

けている者 

(4) 電力会社と電灯契約及び余剰電力

受給契約を締結する者（太陽光発電シ

ステムのみ） 

(5) 当該年度の４月１日以降に設備等

の設置工事を着工するもの 

(6) 当該年度の４月１日以降に建売住

宅の引渡しを受ける者（太陽光発電シ

ステム及び家庭用蓄電池の場合のみ） 

環境配慮型自動

車の購入に係る

経費 

(1) 当該車両の名義人である者 

(2) 当該年度の４月１日以降に新規登

録である車両の引渡しを受ける者 

(3) 車両の自動車保管場所が平戸市内

である者 

別表第２（第５条関係） 

補助対象設備 添付書類 

太陽光発電システム (1) 平戸市地球温暖化対策設備等導入促進事業計画書（太陽光発電

システム）（様式第３号） 

(2) 最大出力及び蓄電容量が確認できる書類の写し 

(3) 設置場所の位置図、配置予定図面及び設置工事前の現況写真 

(4) 設置する住宅、店舗及び事務所等（以下「住宅等」という。）

が自己の所有物でない場合には当該住宅等の承諾書（所有者の当

該住宅等が他の者との共有である場合にあっては当該他の者の

設置に関する承諾書） 

家庭用蓄電池 (1) 最大出力及び蓄電容量が確認できる書類の写し 

(2) 設置場所の位置図、配置予定図面及び設置工事前の現況写真 

(3) 設置する住宅等が自己の所有物でない場合には当該住宅等の

承諾書（所有者の当該住宅等が他の者との共有である場合にあっ

ては当該他の者の設置に関する承諾書） 

高効率給湯器 設置場所の位置図、配置予定図面及び設置工事前の現況写真 

 


